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企業版ふるさと納税とは、正式名称を「地方創生応援税
制」といい、国が認定した地方公共団体の地方創生の取り
組みに対し、企業が寄付を行った場合に、法人関係税から
税額控除する制度です。寄付企業は町外に本社があるこ
と、寄付額は１０万円から、返礼品などの便益となるような
ことは禁止されている。

そもそもこの制度の趣旨は？

ただし、寄付を活用した事業において、
競争による事業参入はＯＫ。（例えば、
プロポ-ザル入札等での受託）

子どもの最
善の利益

与那原町では、取り組みとして、左記３
本柱で企業様と共創して取り組んでい
きたぃと考えております。また、企業側
からの社会課題解決に向けた提案も柔
軟に受け入れる予定でございます・

最大9割の法人関係税が控除に！

多くの社会課題を共創！

損金算入による軽減効果 ①法人住民税＋②法人税

43 2 1
③法人事業税 企業負担

割 割 割 割

例えば、100万円寄附すると、最大90万円の法人関係税が軽減

国税＋地方税

計算方法詳細はこちらから→

安心して
働ける場
の実現

安心快適に
暮らせる町
の実現



企業版ふるさと納税の税控除

 企業様にとっての大きなメリットのひとつとして、最大で寄附額の約９割が軽減されると
いう点があります。実質的な負担が約１割まで圧縮されることから、企業様にとって利用しやすい
制度となっています。

例）納税額のシミュレーション　

控除のイメージ

課税所得2,000万円、法人実効税率30％、寄附額500万円 と仮定した場合
※簡易的なシミュレーションのため、実際の税額とは異なります。

 ①寄附を行う前
  2,000万円×30％＝約600万円

 ②通常の寄附の場合
  （2,000万円－500万円）×30％＝約450万円

 ③企業版ふるさと納税の場合
  ｛（2,000万円－500万円）×30％｝－
         （500万円）×60％）＝約150万円

 寄附前の納税額（600万円）と比較し、企業版ふるさと納税の場合（150万円）は、
 約450万円の軽減効果

 企業版ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとコネクト」にて、税額控除シミュレーションを
行うことができます。是非お試しください。

30％ 60％

納付先

市町村

国

県

税  目 特 例 措 置 内 容

②法人税
法人住民税で4割に達しない場合、その残額を税額控除。
ただし、寄附額の1割限度（法人税額の5％が上限）

③法人事業税
寄附額の2割を税額控除
（法人事業税額の20％が上限）

税目ごとの
特例措置

①法人住民税
寄附額の4割を税額控除
（法人住民税法人税割額の20％が上限）

【お問い合わせ先】沖縄県 与那原町　ブランド推進課　企業版ふるさと納税担当

TEL：098－９４５－5323　Mail：furusato-nouzei@town.yonabaru.lg.jp



与那原町が実施する

３つの地方創生プロジェクト
「第2期与那原町創生総合戦略」に掲げる３つの基本目標に基づく
取組みに対して、賛同いただける企業様の寄附を募集しています。

１ 
稼ぐ地域をつくり安心して働ける
ようにするとともに、新しいひとの
流れをつくる

地域の魅力を活かした観光振興、特産物を活かした

商品開発・ブランド化や消費拡大に取組み、雇用創出、

地元産業の育成を図ります。

事業例：与那原大綱曳まつり、水産業強化支援事業　など

２
結婚・出産・子育ての希望を
かなえる

妊娠から出産・子育てまでの一貫

した支援やサポート体制の充実、

教育の充実ときめ細かな支援に

取組みます。

事業例：子ども医療費助成、子どもの

居場所づくり事業　など

３ 
人が集う、安心して暮らすこと
ができる魅力的なまちをつく
る

安全・快適な交通環境の整備、

防犯・防災強化の取組などを行い

つつ、環境に配慮したエコな

まちづくりに取組みます。

事業例：交通安全施設整備事業、災害対策

備蓄整備事業、公用車のＥＶ化　など

安心して働けるまち

子育てにやさしいまち 安心して暮らせるまち


